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がん教育事業の評価方法の検討 
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研究要旨：本研究では、がん教育アウトカムとそのモニタリング方法を検討することを

目的とした。本研究は、がん対策推進に資する政策的研究であることから、学校健康教

育関連調査のレビュー、行政担当者へのヒアリング、がん教育ロジックモデルと調査票

の開発を行った。その結果、まず、児童生徒を対象としたがん教育の全国調査は、がん

教育の内容に沿って、児童生徒のがんの知識・理解、思考力・判断力・表現力、学びに

向かう力・人間性についてたずねるもので構成されていた。次に、薬物乱用防止教育関

連調査は、平成 8 年度より隔年で継続されており、作業工程の確立とともに、調査実施

が学校現場に負担とならないよう工夫したり、調査実施が薬物乱用防止教育の一環とな

り得るよう教育的配慮のもとに設計されたりしていた。さらに、行政担当者へのヒアリ

ングでは、厚生労働省と文部科学省の両者の政策課題を実現することを意図した評価計

画の必要性が語られた。そして、がん教育アウトカムを、がん対策アウトカム（長期ア
ウトカム）に直結した各分野（中間アウトカム）に寄与する初期アウトカムとして設定
し、調査票案を作成した。本研究では、がん対策推進に資するがん教育ロジックモデル

および高等学校 2 年生を対象とした調査票案を提示した。今後は、全国調査を行うため

に調査票の信頼性と妥当性を検討する必要がある。 
 
Ａ．研究目的 

 これまでがん教育のアウトカムについては、

それまで測定困難とされていた小中学校での

がん教育実施率（56.8%：文部科学省．平成2
9年度がん教育実施状況調査による）、小学6
年生のうち「早期発見・治療で治るがんがあ

る」と回答した者の割合（小学校85.7%、中学

校92.7%、高等学校73.3%：文部科学省モデル

事業公表値（平成28年度）による全国推計値

による）、学校でならったがんについて家庭

で話したことがある小学6年生の割合（小学校

80.1%、中学校79.1%、高等学校57.3%：文部

科学省モデル事業公表値（平成28年度）によ

る全国推計値による）の3指標が適切であると

報告されている。しかし、これら3指標は、が

ん教育のアウトカム指標というよりストラク

チャー指標であるとの指摘があり、必ずしも

がん対策としての成果に結びついているかど

うかは明らかではない。 
 そこで、本研究では、がん教育アウトカム

とそのモニタリング方法を検討することを目

的とした。 

 
Ｂ．研究方法 

1. 学校健康教育関連調査のレビュー 
 本研究は、がん対策推進に資する政策的研

究であることから、厚生労働科学研究として

過去に児童生徒を対象に全国調査として実施

されたがん教育と薬物乱用防止教育に関する

研究をレビュー対象とした。がん教育につい

ては、研究班報告書（厚生労働科学研究費補

助金がん臨床研究事業「学校健康教育におけ

るがんについての教育プログラムの開発研

究」研究代表者 植田誠治（以下、植田班）お

よびフォローアップとして実施された日本学

術振興会科学研究費補助金（基盤研究B）「イ

ンクルーシブながん教育実現のための総合的

研究」研究代表者 杉崎弘周（以下、杉崎班））

ならびに文部科学省がん教育総合支援事業モ

デル校において実施された調査を対象とした。

薬物乱用防止教育については、研究班報告書

（厚生労働科学研究費補助金医薬品・医療機

器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業

「薬物乱用・依存状況等のモニタリング調査
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と薬物依存症者・家族に対する回復支援に関

する研究」研究代表者 嶋根卓也（以下、和田

班および嶋根班））を対象とするとともに、

研究代表者へのヒアリングを2020年8月上旬

に実施した。 
 
2. 行政担当者へのヒアリング 
 がん教育事業の評価については、がん対策

の立場から厚生労働省が、学校健康教育の立

場から文部科学省がそれぞれ所管している。

異なる省庁ががん教育という共通の施策を推

進するにあたり、各々の方向性を把握した上

でアウトカムを検討することが重要であるこ

とから、グループインタビューの手法を用い

たヒアリングを2020年8月下旬に実施した。 
 
3. がん教育ロジックモデルと調査票の開発 
 1.ならびに2.をふまえて、がん教育の新しい

アウトカムを設定するために、がん対策アウ

トカムに資するがん教育ロジックモデルを策

定した。策定に際し、行政担当者、教育委員

会指導課長、がん対策の専門家、学校健康教

育の専門家等からなる協力者会議を構成し、2
021年1月下旬にオンラインによるワークショ

ップを実施した。そこで練られた意見をもと

に、調査票案を作成した。 
 
4. 倫理面への配慮 
 3.で作成した調査票を、2021～2022年度に

かけて配布・実施する予定である。このこと

から、3.では、学校現場の実態に即した配慮

事項を施すための助言も得ることとした。 
 
Ｃ．研究結果 

1. 学校健康教育関連調査のレビュー 
 表１に、児童生徒を対象とした学校健康教

育関連全国調査の施設回収率を示す。がん教

育は、平成24年度と平成30年度に小学校5年
生、中学校2年生、高等学校2年生を対象にそ

れぞれ実施され、施設回収率は、40～50%台

を推移した。薬物乱用防止教育は、平成8年度

より中学生を対象に隔年実施され、施設回収

率は、平成2年度に76.3%であった。 
 表２に、がん教育研究班の調査項目、表３

に、文部科学省がん教育総合支援事業モデル

校において児童生徒対象に実施された調査項

目を示す。両調査は、がん教育の内容に沿っ

て、児童生徒のがんの知識・理解、思考力・

判断力・表現力、学びに向かう力・人間性に

ついてたずねるもので構成されていた。 
 表４に、ヒアリングから得られた薬物乱用

防止教育関連調査の概要を示す。平成8年度よ

り隔年で継続している当該研究では、作業工

程が確立している。学校教育課程に合わせ、1
学期に通知、2学期に調査実施ならびに文書と

電話による督促および回収、3学期に集計およ

び報告を行っていた。また、文部科学省や教

育委員会への協力要請を行い、調査実施が学

校現場に負担とならないよう工夫を施してい

た。さらに、調査実施が薬物乱用防止教育の

一環となり得るよう教育的配慮のもとに調査

票が設計されていた。 
 
2. 行政担当者へのヒアリング 
 表５に、厚生労働省と文部科学省の行政担

当者へのヒアリングから得られた両省のがん

教育事業評価の方向性を示す。厚生労働省の

がん対策の評価、文部科学省の学習指導要領

実施状況評価など、異なる政策課題、異なる

タイミングでの評価スケジュールは課題であ

るものの、両者の政策課題を実現することを

意図した評価計画の必要性が語られた。 
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3. がん教育ロジックモデルと調査票の開発 

 図１に、協力者会議（オンラインワークシ

ョップ）により協議されたがん教育ロジック

モデルと、これをもとに作成した調査票案を

資料１に示す。がん教育アウトカムは、がん

対策アウトカム（長期アウトカム）に直結し

た各分野（中間アウトカム）に寄与する初期

アウトカムとして設定された。一部は、研究

班調査票（表２）や文部科学省調査票（表３）、

先行研究から引用した。また、系統性をふま

えた学校健康教育の現状に鑑みて、がん教育

アウトカム（がん対策アウトカム）を測定す

る際の調査対象は、保健教育が終了する高等

学校2年生とすることが妥当であると判断さ

れた。 

 
Ｄ．考察 

 本研究計画年度で作成した調査票は、学校

現場に受け入れられるよう、最終的には教育

委員会指導課長の助言を得て整える。研究計

画年度2年目には、調査項目の信頼性と妥当性

を検討するために、国内2県（首都圏、島しょ

部）においてパイロット調査を実施する。そ

の後、微修正した調査票を用いて研究計画年

度3年目に全国調査を実施する。 
 一方、本研究は、がん対策の推進に資する

政策的評価の一環として実施されることから、

設定した指標の妥当性評価が十分に行われな

い可能性がある。このことを補完するために、

パイロット校を増やし、多様な調査項目を用

いて評価指標を精選することが必要かもしれ

ない。 
 
Ｅ．結論 

 本研究では、がん教育アウトカムとそのモ

ニタリング方法を検討した結果、がん対策推

進に資するがん教育ロジックモデルおよび高

等学校2年生を対象とした調査票案を提示し

た。今後は、全国調査を行うために調査票の

信頼性と妥当性を検討する必要がある。 
 
Ｇ．研究発表 

1．論文発表 
1. 助友裕子，東尚弘，若尾文彦．外部講師

活用型がん教育の推進における教育委員

会担当者の困り事―がん対策担当部署と

の連携に向けたワークショップ参加者の

記述―．日本健康教育学会誌 2021；29
(2)：in press． 

2. Takeuchi E, Fujisawa D, Miyawaki 
R, Yako-Suketomo H, Oka K, Mimur
a M, Takahashi M. Cross-cultural va
lidation of the Cancer Stigma Scale 
in the general Japanese population. 
Palliat Support Care. 2020 Jul 1:1-7.
 doi: 10.1017/S1478951520000486. O
nline ahead of print. 

 
2．学会発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産の出願・登録状況 
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表１ 児童生徒を対象とした学校健康教育関連全国調査の施設回収率 

 
 
 
表２ がん教育研究班（植田班・杉崎班）の調査項目―高校 2 年生対象― 

 
 
 
表３ 文部科学省がん教育総合支援事業モデル校対象の調査項目 
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表４ 薬物乱用防止教育関連調査の概要 

 
 
 
 
表５ 厚生労働省と文部科学省の行政担当者におけるがん教育事業評価の方向性 
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